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注１：本資料集には、「平成 20 年度内閣府『障害者の社会参加推進に関する国際比較調査研究』

報告書」中にて参照されている、又は障害者の社会参加推進に関係の深い、米国、イギリス、ド

イツ、フランス、ニュージーランド、オーストラリア、ヨーロッパ連合（EU）の法律及びガイ

ドラインを掲載した。なお、これら法律及びガイドラインの掲載にあたっては、上記報告書にと

って特に重要と思われる条文や条文の一部のみを抜粋して掲載している。 

注２：本資料集中では、各法律及びガイドラインの原文及び和訳を併記している。和訳は仮訳で

あり、公定訳ではない。なお、本和訳は、各委員のご意見をいただきながら、WIP ジャパン株

式会社の責任において作成している。和訳を利用される場合は、必ず原文を参照いただきたい。 
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